各　位
平成26年３月２７日、東京・千代田区にて『一般社団法人　防災教育普及協会』が設立されました。同協会は、防災教育の有識者やNPOによって構成され、2015年3月の国連世界防災会議をはじめ、国内外に広く防災教育を普及・推進するために設立され、日本法制学会内に事務局をおいています。概要を紹介します。
詳しくは、下記ホームページからご確認ください。
 一般社団法人　防災教育普及協会
http://www.bousai-edu.jp/
一般社団法人防災教育普及協会　設立趣意
東日本大震災の発生は私たちに防災教育の重要性を改めて認識させるものとなりました。
さらに政府による最新の調査研究において、21世紀半ばまでに高い確率で国の命運を左右するような南海トラフでの巨大地震、首都直下地震（南関東直下地震）の発生が指摘されています。
また最近の気候変動のなかで極端気象現象が頻発し、100年に1度、観測史上最高と言われる短時間の記録的大雨等が発生し、かつてない強力な台風の日本上陸も懸念されています。日本は地震多発地帯、台風の通り道に立地することから、災害への備えと対応、災害からの迅速な回復を視野に入れた防災教育の普及は急務と言わざるをえません。
私たちは、阪神・淡路大震災を一つの契機として防災教育に取りくみ、普及のために様々な事業を行ってきました。具体的事業としては全国的規模では防災教育チャレンジプラン、ぼうさい探検隊マップコンクール、ぼうさい甲子園等、その他多数の事業です。こうした状況下において私たちは防災教育が今まで築きあげてきた貴重な成果を改めて整理し、専門家による検討と検証を行ない、防災教育の優れたプログラムにまとめ、それらを社会に普及してゆくことが、今求められていると強く実感するに至りました。
　そこで、防災教育の普及のために標記の会の設立をよびかけるものです。東日本大震災の３回目の祈念日にあたり、多くの人々の参加を期待します。
2014年3月11日
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	会社名
	一般社団法人　防災教育普及協会

	設　立
	2014年3月27日

	所在地
	東京都千代田区九段北1-15-2-3F（公益財団法人日本法制学会内）

	事業概要
	· 防災教育の国内外への普及
· 防災教育教材・プログラムの開発、検証
· 防災教育に関する調査研究
· 防災教育指導者の育成支援
· 関連事業・調査研究への協力
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防災教育の国内外への普及啓発
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私たちは「防災教育チャレンジプラン」等により集積された、実践的かつ国内外で活用可能な防災教育教材・プログラムを国内外に対して積極的に普及啓発します。
私たちには、釜石市立釜石東中学校をはじめ、全国の多数の学校、NPOや地域団体等の防災教育を支援してきた実績と経験があります。
防災教育教材・プログラムの開発と検証
[image: image4.jpg]



私たちは、過去の震災の教訓と最新の調査による科学的根拠に基づく防災教育教材・プログラムの開発を行います。
開発した教材・プログラムは積極的に授業場面等において使用し、その成果を検証します。
私たちは、全国の防災教育実践団体が実施してきた防災教育の教材、プログラムを検証し、より効果的な防災教育教材、プログラムを開発します。
防災教育に関する調査研究
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私たちは、防災教育教材・プログラムの開発、実践、検証、及び科学的根拠に基づく効果的な防災教育のあり方等について、有識者と連携した調査研究を行います。
私たちは、防災教育を専門的知見から分析し、広く国民の生命と財産を守る防災教育のあり方を提案します。
防災教育指導者の育成支援
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私たちは、防災教育の指導者となる教員・学校関係者、学生、地域住民等を対象とした研修会や指導者用教材・プログラムの開発に取り組みます。
国営・都立東京臨海広域防災公園（そなエリア東京）等、各地の公園や防災体験学習施設等を研修会場とし、より多くの方が防災教育に参画できる環境を整備します。
私たちは、防災教育を指導する方々の育成とその活動を支援します。
関連事業・調査研究への協力
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私たちは、「ぼうさい甲子園（主催：兵庫県他）」「ぼうさい探検隊マップコンクール（主催：日本損害保険協会）」等、関連事業とも積極的に連携し、広く防災教育の普及啓発に寄与します。
国内の様々な防災教育支援事業、プロジェクトなどと幅広く連携することで、より効果的な防災教育の普及啓発を行うことができます。
事務局公益財団法人日本法制学会内


一般社団法人防災教育普及協会（担当；宮崎）
〒102-0073　　東京都千代田区九段北　　1-15-2　　九段坂パークビル3階


TEL：03-6822-9901　　　　　FAX：03-3556-8217
役　員　　　会長　　平田　直　東京大学地震研究所教授（前所長）
　　　　　　副会長　　今村文彦　東北大学災害科学国際研究所長
戸田芳雄　安全教育研究所代表、東京女子体育大学教授
　　　　　　　　　　　林　春男　京都大学防災研究所教授・巨大災害センター長
　　　　　　　　　　　渡邉正樹　日本安全教育学会理事長
　　　　　　事務局長　澤野次郎　日本法制学会理事長
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